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EUの生涯学習政策に関する研究
一生涯学習概念の導入・普及と政策化の動向を中心に-
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１．はじめに

２１世紀を目前にして，知識を基盤とするこれからの「知識社会」を支える
人材養成を目指す先進諸国や国際機関において，「生涯学習」が教育改革の
ための鍵概念として導入されている｡1999年６月にドイツのケルンで開催さ
れたG8首脳会合では，ドイツ政府の提案に基づき「ケルン憲章：生涯学習
の目的と希望」（教育に関する特別文書）が採択された。この「ケルン憲章」
は，２１世紀は社会・経済がますます「知識に基盤を置く」ようになり，人々
の移動可能性がかつてなく求められる「変化と柔軟性の世紀」となると予想
し，各国政府がすべての人々に国境を越えた移動の機会を与えるために，教
育と生涯学習の振興のための取り組みを一層重視していく必要があるとして
いる(1)。
本稿は，上記のサミットにも影響を及ぼしているとみられるEU(欧州連

合）の生涯学習政策に着目し，９３年11月に「欧州連合設置条約」（通称「マー
ストリヒト条約｣）の発効によりEC(欧州共同体）がEU(欧州連合）になっ
て以来，生涯学習政策がトランスナショナルな政策として展開されるに至る
経緯を明らかにするとともに，９９年１月の共通通貨「ユーロ」導入と同年５
月にEUの新しい基本法となる「アムステルダム条約」が発効したことに伴
い，地域統合の新段階を迎えたことにより,EUの生涯学習政策がどのよう
に発展していくのかを探ることを目的とする。
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近年，日本では，欧州統合へ向けた諸施策の進展とともに,EC/EUの教
育に対する研究者の関心が高まっており，教育政策一般．教育関係事業②，
理念③及び教育内容(4)に着目した研究が進められている。学校教育，職業訓練，
成人教育及び青少年交流を包括したEUの生涯学習政策の形成過程について
は，筆者及び杉村がその導入期の90年代前半の政策文書の分析を行ってい
るが,EU統合の進展に伴う具体的な生涯学習政策の展開状況については，
これまで明らかにされていなかった(5)。そこで本稿では,EUが生涯学習概念
の普及を目的として行った「ヨーロッパ生涯学習年」（1996年）に前後して
公表されたEUの政策文書の内容を分析し，欧州統合の進展とともに政策文
書のなかでの「生涯学習」概念と政策の重点がどのように変化していったか
を明らかにする。それにより，９０年代後半の景気低迷に伴う予算削減を背景
に，変化への対応を標傍した所期の方向性を見失いつつある日本の生涯学習
政策を見直すための視座を提示したい。

2.EUにおける生涯学習政策の展開

９９年５月１日に発効した「アムステルダム条約｣(③（草案は９７年６月の欧
州理事会で採択）では，冒頭に「人々のために教育への広いアクセスと教育
を恒常的に更新することを通じて最高水準の知識を促進する」という文言が
導入され，生涯学習を発展させることがEUの目標として明確に位置づけら
れた。同条約の草案が採択された直後の９７年７月に発表された欧州委員会
通達「アジェンダ2000--より強力で拡大された連合を目指して」では，科
学技術の革新，研究，教育及び職業訓練の政策をEUの内政の四本柱とする
ことが提案された(7)。これを受け,2000年以降新たに導入される教育政策，
職業訓練政策及び青少年政策においても，生涯学習を保障することを政策の
中核とすることが定められた。だが，ここに至るまでの過程では，「生涯学
習」という用語そのものが一般に使われる言葉としては普及していなかった
こともあり，その概念も時期によって変化している。以下,90年代に「生涯
学習」がEUの政策課題として浮上した経緯と具体的施策の展開状況につい
て，その導入．普及と展開の各段階に区分して概観しながら，「生涯学習」
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概念の変容の足跡を辿ってみたい。

(1)雇用政策への「生涯学習・訓練」概念の導入
EUにおいて生涯学習が政策目標とされるに至る重要な布石となっている
のは，９１年に発表されたECの「欧州共同体における高等教育に関するメモ
ランダム」である(8)。このメモランダムは，欧州統合へ向けて教育及び職業
訓練に関する事業を再編するための方針を策定するための議論の叩き台とし
てEC委員会が作成したもので，同時に「1990年代の欧州共同体における職
業訓練に関するメモランダム」及び「欧州共同体における公開遠隔地学習に
関するメモランダム」も発表された。「欧州共同体における高等教育に関す
るメモランダム」では，欧州共同体の経済的，社会的，文化的発展と高等教
育の役割に関する現状分析を行った後に，高等教育機関は今後拡大する知識
を基盤とする経済を支援し，統一労働市場に優秀な人材を輩出することに貢
献するため，成人の高等教育へのアクセスを拡大し，知識と技能を定期的に
更新できるような機会を提供するべきであるとの提案がなされた。とくに新
しい政策を必要とする領域の一つとして，「高等教育機関は生涯にわたる職
業訓練を必要とする学生のニーズを把握するとともに，職場で習得してきた
知識がアカデミックな教育資格取得につながるような継続教育のシステムを
整備すること」を掲げた｡(9)
上記メモランダムの提案は，９３年12月に発表された白書『成長，競争と
雇用-21世紀に向けた挑戦と方法』('0）にも盛り込まれた。同白書は，アメ
リカ合衆国と日本に対する欧州の経済的競争力の低下と失業率の上昇を背景
に,EU経済の国際的競争力の向上と雇用創出のための中・長期的対策を示
したもので，雇用創出のための最優先行動計画として「生涯教育・職業訓練」
の実現へ向けた改革の指針を提示した。とくに，後半部分のパートＢ「成長，
競争とより多くの仕事の条件（準備作業)」の「Ⅲ雇用」第７章「教育と職
業訓練制度の適応」では，教育制度及び職業訓練制度を生涯学習の観点から
改革することの必要性を次のように主張している。「成長と雇用を刺激する
ことのできる教育・職業訓練施策を編みだし導入する努力のなかで，共同体
と加盟諸国は,2000年のヨーロッパの労働力の80%が既に労働市場に出て
いることを考慮しなければならない。このため，すべての施策は，生涯学習
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と継続職業訓練を発展させ，一般化し，体系化するというコンセプトにもと
づくことが必要である。これは，知識とノウハウの恒常的再構成と再開発に
対する，既に増大しており今後も増えるであろうニーズを考慮するために，
教育．職業訓練システムを見直さなければならないということを意味してい
る。」（強調は原文通り)('')。さらに，同白書は,EU域内において「教育・
職業訓練のヨーロッパシステムの三次元（教育・職業訓練・文化）の創造」
について意識を高めるために，９５年に共同体の行動として「ヨーロッパ教育・
職業訓練年」の事業を実施することを提案した(12)O

(2)「生涯学習」概念普及のための「ヨーロッパ生涯学習年」
この「ヨーロッパ教育・職業訓練年」は，「ヨーロッパ生涯学習年」と名

称を変えて，計画より１年遅く９６年に組織されることになり,EU加盟１５
カ国のほかEEA(欧州経済地域）に加盟するアイスランド，ノルウェー及び
リヒテンシュタインを加えた１８カ国がこれに参加することとなった。「ヨー
ロッパ生涯学習年」（以下EYLLとする）の実施を定めた欧州議会及び欧州
理事会決定第2493/95/EC(95年１０月２３日付）によれば,EYLLは「個人
の発達と個人の自主性，人々の労働生活と社会への統合，民主的意思決定過
程への参加，経済・技術・社会の変化に対応する能力を促進すること」を目
標とし，国・地方・地域の各レベルで生涯学習推進のために学習機会に関す
る情報提供や，人々の学習意識を啓発するための行事，や広報活動等の事業
に対しEUが助成を行うものであった。同決定により,EYLLのテーマとし
て以下の８項目が定められたo(1"
１）生涯学習の基礎としての，自ら学ぶ能力を含む，いかなる差別もなく
誰もに開かれた，質の高い普通教育の重要性。
２）職業生活への円滑な移行の前提として，また一層の個人的発達の基礎
として，労働市場への再適応のため，また男女の機会の均等を達成するた
め，すべての若者に対し資格に直結する職業訓練を推進すること。
３）学校教育・職業訓練と調和し，労働の世界と社会の新しい要請に関連
した，継続教育・訓練を推進すること。その際，教育・職業訓練の質と透
明性を維持すること。
４）個人の生涯学習への動機づけを行うとともに，少女や成人女性など，
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従来学習からほとんど，あるいはまったく利益を得ていないが，現在は学
習を必要としている集団のために，生涯学習を開発すること。
５）教育・職業訓練機関と経済界，とくに中小企業との連携の強化。
６）ヨーロッパの競争力，高い雇用率に集約された，経済成長の文脈にお
ける生涯学習の新しい機会の創出と参加の重要性について，社会的パート
ナーの意識を高めること。
７）生涯学習の観点からみた子どもと青年の教育・職業訓練の重要性と，
それに関して父母が果たすべき役割について，父母の意識を高めること。
８）初期の及び継続的な教育・職業訓練のヨーロッパ的次元の発展，ヨー
ロッパにおける相互理解と移動可能性の促進，ならびにヨーロッパにおけ
る教育協力の促進に関するEUの活動，とくに加盟各国のシステムに応じ
た教育資格・職業資格の認定及び外国語能力の促進に関するEUの活動に
ついて，ヨーロッパ市民の意識を高めること。
EYLL参加各国は，上記のテーマからそれぞれの国の教育・学習をめぐる

状況に照らして重点テーマを選び，教育担当省等にEYLL国内事務局を設置
し,EYLL事業を実施することになった。
これらのテーマ設定の基礎には，欧州委員会が95年11月に発表した教育・

職業訓練白書『教えることと学ぶこと-学習社会に向けて』('4）の諸提言が
ある。同白書は，1993年の白書『成長，競争と雇用』に引き続き，「生涯学
習」を２１世紀へ向けての人材開発政策の基本に据えることを提唱している。
『成長，競争と雇用』が高等教育と継続職業訓練を生涯学習の中心に据えて
いたのに対し，『教えることと学ぶこと』は初等中等教育をも視野に入れ，
社会の変化に対応し，あらゆるレベルの教育と職業訓練の質を改善するため
の具体策を提案している点に特色が認められる。これは，「マーストリヒト
条約」第126条により,ECの時代から共同体としての共通事業が認められ
ていた職業訓練（専門教育としての高等教育を含む）の分野に加えて，就学
前教育や初等中等教育の分野でも，加盟各国の独自性を維持しながら,EU
としての体系的施策を導入することが初めて認められたことが影響している。
同白書は，まず，現代のヨーロッパの社会的統合のための重要な要素とし
て「雇用の拡大」とともに「自己充足」を掲げ，両者は相対立するものでは
ない，とする立場をとっている('｡。このため，生涯学習についての考え方も，
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従来のように労働者の継続教育を中心に据えるのではなく，学習活動そのも
のから得られる喜びや，個人の生活の改善，人格の発達，民主主義社会の市
民としての自主性の伸長を視野に入れている。また，情報化，国際化，人口
の高齢化による社会の衝撃的変化に対応するため，これからの社会は，習得
した知識や技能により人々の社会的地位が決まる「知識を基盤とする社会｣，
すなわち「学習社会」となるとしている。そして，これに対応するためのEU
の教育・職業訓練政策の一般目標として，次の５点を掲げ，それぞれをEU
全域で実現するための行動指針を提案した('7)。
１）新しい知識を幅広く習得することを奨励する-ヨーロッパ資格認定

制度等により技能と知識の認定方法を改善し，学生の移動をより容易にする
とともに教育・職業訓練用ソフトウエアの開発を支援する。
２）学校とビジネス部門をより緊密にする-ECの時代から継続されて

いる大学生等の留学生交流事業('8）と同様の方法で，職業訓練のための留学
生交流事業として「ヨーロッパ見習い訓練計画」を導入する。
３）社会的疎外と闘う-都市中心部に学校教育からドロップアウトした

者に再度教育の機会を与えるための「セカンド・チャンス・スクール」を設
立する。また，青少年に国境を超えたボランティア活動の機会を与えるため
の「ヨーロッパ・ボランティア・サービス」事業を導入する。
４）各市民にEU域内の３つの言語を習得させること-EU域内で使用

されている言語の教育において一定の成果を収めている学校に「ヨーロッパ
品質認定校」の称号を授与する制度を新たに設ける。また，外国語教育担当
教員の交流を促進する。
５）資本的投資と職業訓練への投資を均等にすること-加盟各国の職業

訓練に対する投資効果をEUが測定し，結果を公表する。また民間企業等が
職業訓練の費用を投資として扱う場合の法律及び行政面での必要な改革につ
いての研究に対し助成する。
EYLLでは，上記のすべてを視野に入れた様々な事業が,EU,国，地方，

地域の各レベルで展開された。欧州委員会第２２総局（教育・職業訓練・青
少年事業担当）にはEYLL事務局が置かれ,1996年初めにまず生涯学習の普
及に役立つプロジェクトを広く一般より公募し,4000以上にのぼる応募プロ
ジェクトのなかから５４９プロジェクトを選び，補助金を直接交付した。各国。
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地方のレベルでも，それぞれの予算で同様の補助事業が行われた。また，生
涯学習に関するセミナー，シンポジウムなど年間を通して約2500のイベン
トが参加各国で開催され，各国のテレビ，新聞・雑誌などのメディアも，
EYLLの広報に利用された。情報化への対応は本事業の目標の一つでもある
ことから，欧州委員会第22総局は，インターネット上にヨーロッパ生涯学
習年ホームページを開設し，参加各国の生涯学習年ホームページとリンクさ
せながら，生涯学習年事業の広報や，「電子討論会」の場として活用した｡('９）
この過程で，教育関係者だけでなく一般市民の間にも，「生涯学習」という
言葉が次第に普及していった｡(釦）

(3)生涯学習の実現へ向けた具体的施策の提案と導入
EYLLの実施にあたり，欧州委員会第22総局では外部機関にEU市民の学

習活動や学習の費用効果などに関する様々な調査研究を委嘱したO(21)そして
これらの調査研究の成果を踏まえ，白書『教えることと学ぶこと-学習社
会に向けて』の諸提案を早急に実施に移すために，新たな提案文書や行動計
画に関する通達を立て続けに発表した。この過程で，欧州統合を発展させる
上で不可欠の人的移動の促進と情報化への対応，さらには「ヨーロッパの市
民性」を育む教育・学習に関し，生涯学習への期待が大きくなっていった。
まず，1996年１０月には緑書（提案書）として『教育，訓練，研究：トラ
ンスナショナルな移動の障壁』が発表され,EU内の人的交流を促進するこ
とにより人々に与えられる利益と，経済競争力への影響関係を明らかにする
とともに，留学生，企業研修生，ボランティアなど,EU域内の人の移動を
促進するため，待遇面の不平等をなくすこと，言語による壁をなくすことな
どとあわせて，従来から実施されている高等教育の単位互換制度だけでなく，
ヨーロッパ各地における様々な生涯学習機会を通じて獲得される技能や資格
の認定制度を整備することが提案された(動。
次に，同年１１月には，1996年度から９８年度まで３年間の行動計画として，

『情報社会における学習』を導入し，初等中等学校へのインターネットの設
置をはじめ，ヨーロッパの文化等に関する初等中等教育及び成人教育用マル
チメディア教材の共同開発，情報教育に関する教員・指導者の研修等につい
ても，補助事業を実施した(愛)。
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さらに1996年１２月には，教育・職業訓練研究グループ報告書として，『教
育と職業訓練を通してヨーロッパを実現する』(卿)が発表された。この報告書
は，９５年７月に欧州委員会が設置した２５名の専門家（加盟各国の企業，労
働組合，学校，職業訓練機関，成人教育機関，大学等の有識者）により構成
される教育・職業訓練に関する研究者集団が作成した最終報告書である。同
報告書は，「人民のためのヨーロッパ(People'sEurope)」の構築を目指し，
１）教育・計||練を通じてヨーロッパの市民性を構築すること，２）教育・職
業訓練を通じてヨーロッパの競争力を高め，雇用を保護すること，３）教育・
職業訓練を通じて社会のまとまりを維持すること，４）情報化社会に対応し
た教育・職業訓練を実施すること，５）教育・職業訓練制度をよりダイナミッ
クなものとし，関係者を支援することの５点に関し，現状分析と行動計画案
を提示した。生涯学習に関しては，第３の「教育・職業訓練を通じて社会の
まとまりを維持する」をテーマとした部分で，次のように言及し，生涯学習
を教育と職業訓練についてのパラダイムを転換させる概念として政策目標に
掲げることに強い期待を寄せている。

「生涯学習が政府の目標として完全に採用され明確な形をとるようにな
れば，これからの時代は教育の歴史上の分岐点となるであろう。生涯学習
は一般の人々の教育に対する考え方を根本的に変える可能性を含んでいる。
生涯学習は，若い人々のために特別な配慮をすることの必要性を変えるも
のではないが，教育・職業訓練が継続する過程であることの意識を高める
ことができる。現代及び未来の社会・文化モデルの分析の多くが，生涯に
わたり発展する過程として広くすべてを包括する観点から教育をみること
が必要であることを強調している。現代社会は学習社会となり，ヨーロッ
パは，この教育の概念が完全に発展すれば，学習社会の中心的位置につく
ことができるであろう。生涯学習は，子ども時代の初期教育，「セカンド
チャンス」の教育，成人教育，地域教育，伝統的教育など，教育思想と政
策のあらゆる面を統合することが可能である｡｣(勤
同報告書は，生涯学習を実施するための具体的方策として，１）有給教育

休暇の導入，２）誰もがアクセス可能な学習情報データベースの構築，遠隔
教育，教育製品（単位，資格等）を誰もが簡単に入手できる「スーパーマー
ケット」の導入，３）国及び企業による継続教育予算の確保の３点を提案し
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ている。また，すべての人々が，いつでも，どこでも学習することを可能と
するツールとして，インターネット等のニューメディアの利用を拡充するこ
との必要性を強調している。

(4)2000年からのEUの生涯学習政策の課題と展望
生涯学習の振興は,2000年１月から導入されるEUの５カ年の教育，職業

訓練及び青少年交流に関わるすべてのプログラムのなかでも，重点課題となっ
ている。
1997年11月，欧州委員会第22総局（教育・訓練・青少年）は通達として

『知のヨーロッパへ向けて」を発表した。これにより，教育，訓練，青少年
の分野における2000～2006年の共同体の新たな行動計画の指針が定められ
た。同通達では，人々の移動を可能とする「ダイナミックなヨーロッパの教
育領域の構築」を目指している。そして，今後は，世界の急激な変化に対応
するため，ヨーロッパでは，社会のすべの市民に，年齢や社会的状況に関わ
りなく，知識にアクセスするための機会を拡大しなければならないとし，
｢教育領域」の概念を地理的にも時間的にも可能な限り広くとらえ，「生涯学
習」についても同様に広義にとらえることを提唱している。具体的には，ヨー
ロッパの教育領域として，１）知識，２）市民性，３）実践的能力の３つの
次元を重視すべきであるとする。それぞれについては，次のような説明がな
されている｡“
１）知識：現在の変化の過程に積極的に参加することを可能とするべく，
ヨーロッパの市民は知識の基盤を継続的に発展することができるようにな
らなければならない。それにより，知識を継続的に拡大したり更新したり
することが可能となる。
２）市民性：この教育領域は共通の価値観の共有，共通の社会的・文化的
領域への帰属意識の発達によって，市民性の拡大を図ろうとするものであ
る。これは，積極的な連帯と，ヨーロッパの独自性と豊かさを構成する文
化的多様性の相互理解に根ざす市民性のより広い理解を促進しなければな
らない。
３）実践的能力（コンピタンス）：仕事と組織の変化によって必要となっ
た実践的能力の習得を通じて雇用可能性を発達すること。これは，生涯に
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わたり，創造性，柔軟性，適応性，「学び方を学ぶ」能力，問題解決能力
を促進することが必要であることを意味している。これらは，現在では
（従来必要とされた）技能が急速に廃れていくことから，それに伴う損失
を回避するために必要とされる条件である。
これらを実現するために，『知のヨーロッパへ向けて』では，１）物理的

移動可能性の促進，２）インターネット等の利用による仮想的移動可能性の
促進，３）優れた実践を交換する協力ネットワークの構築，４）外国語技能
と異文化理解の促進，５）教育・職業訓練修了資格認定，技能認定のパイロッ
ト事業，６）加盟諸国の教育・訓練・青少年に関する制度と政策の資料収集
の改善を提案している。
これを受けて,2000年１月１日～2004年12月31日までの新規の教育，職

業訓練及び青少年交流に関するプログラム（教育に関するSOCRATES,職
業訓練に関するLEONARDODAVINCI及び青少年交流に関するYOUTH
FOREUROPE)では，あらゆる段階で，生涯学習の視点による学習を支援
すること力K主要な目標として掲げられた。
アムステルダム条約の発効により，欧州統合は経済のみの統合だけでなく

雇用面での統合が実現されることとなり，様々な分野のEUの政策において
個々の市民への配慮が増している(27)。トランスナショナルな空間に生きる市
民としての責務に積極的に取り組む「ヨーロッパ市民」を育成するには，学
校教育だけではもはや不十分であると認識されるようになっており，今後は，
異文化理解，環境学習，人権学習等を含む市民性育成のための生涯学習プロ
グラムの開発が重要となることが予想される“。

3．考察

以上概観したように,EUの生涯学習政策の重点は，導入期の91-94年に
は経済的競争力を高めるための継続職業訓練と高等教育進学率の拡大に置か
れていたが，９６年のEYLLを境に，個人の充足，人格の発達と疎外の克服が
鍵概念として頻用されるようになった。９７年以降は，通貨統合による欧州統
合の発展に伴い，人々の雇用等における流動性が増すことを視野に入れて，
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｢ヨーロッパ市民」としての市民性を培うための手段としても生涯学習が着
目されるようになっている。また,EUの進める情報化政策と相まって，市
民の教育．学習におけるマルチメディアの活用能力を高めることが重視され
るようになった。
EUの生涯学習政策にこのような変化をもたらした要因を，政治，経済及

び教育・文化の観点から分析すると，次のことが指摘できる。
まず第一に，政治的要因として，９５年１月から１９世紀以来の人格の発達

を重視する民衆成人教育の伝統をもつスウェーデンとフィンランドが新たに
EUに加盟したことがあげられる。社会民主主義系政党が政権を握るこれら
北欧諸国の加盟と並行して，９０年代後半にイギリス，ドイツなどで革新政権
が相次いで誕生したことも，経済的効率重視の生涯学習政策から社会的に疎
外されている階層への配慮と市民性の育成を重視した生涯学習政策への転換
を促進した要因として指摘できる。
第二に，経済的要因として，通貨統合以前に大企業の多国籍化が進み，雇

用における国境を越えた人的移動が促進され，また中小企業においても国際
的な実務能力に対するニーズが高まったことがあげられる。有利な雇用機会
を得るためには，コミュニケーション手段としての言語（外国語及び移民の
場合は当該国の公用語も）と情報・コンピュータ技術(ICT)を習得してい
ることが条件とされるため，失業者の職業訓練においても，これらの教育が
最優先課題とされている。ICTの学習は,EU経済の「知識経済」への移行
を促進するものとみなされており，すべてのヨーロッパ市民が習得すべき技
能として位置づけられている。
第三に，教育．文化的要因として，加盟各国及び地域の言語・文化と教育

制度の多様性を維持するという大原則を維持しながらも，統合の進展ととも
に「ヨーロッパの市民」としての共通性を育む手段が必要になってきている
ことがあげられる。このため，新しい学習方法として，国境の枠を越えた学
習機会を提供できるインターネットによる学習が注目されている。インター
ネットにより，仮想的空間としての一つのヨーロッパにアクセスし，人々が
ソフトウエアなどの製品開発や，ヨーロッパの共通文化に関する学習活動，
政策の意思決定過程等にともに参加できる能力を身につけることが，「ヨー
ロッパの市民性」に必要な要素とされ，生涯学習の重要な目標となったので
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ある。また，このような多様な教育・学習を広める一方で，学習成果の統一
的な認定方法の開発が焦眉の課題とされた。
このように,EU統合に伴う独自の要因のもとに展開しているEUの生涯

学習政策であるが，その形成過程には，社会・経済のグローバル化に直面し
ている先進各国の教育改革に示唆となる発想と施策が含まれている。EU加
盟各国及び地域における生涯学習政策の受容と展開状況は，それぞれの教育
制度，雇用制度と文化，学習に対する価値観の相違を反映して，特色が表れ
ておりさら興味深い。このことに関する検討は，別な機会に譲ることとする。
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